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本日は、交通事故犯罪に関する危険運転致死傷罪見直しのヒアリングに参加

させていただきありがとうございます。 

私たちＮＰＯ法人ＫＥＮＴＯは、交通事故ゼロ社会を実現するために日々活

動をつづけています。 

今回、下記の通り意見をのべさせていただきますので、要望趣旨をご理解の

上、見直しをよろしくお願いいたします。 

 
要望事項 

 

１．「準危険運転罪」創設でなく、「危険運転致死傷罪」の適用範囲拡大を要望 

「自動車運転過失致死傷罪」「危険運転致死傷罪」「準危険運転罪」の三本立 

て法は、国民が戸惑うもとであり、理解しやすいものとは決してならない。 

世の中では、飲酒運転による福岡幼児 3 名死亡事故が起きても尚、全国で

飲酒運転常態化の風潮が無くならず、膝元の福岡市でさえ繰り返されている

現状は無念極まりない。 

抜け穴的な法の存在は、人心を益々狡猾に至らしめ、国への信頼度を貶め、

悪用を広めるばかりである。 

社会に根強く蔓延する「交通事故だから仕方がない」「たかが交通事故」と、

他人事のような言葉に表されている交通事故に対する根本的な思い違いを、

今こそ是正すべく、「危険運転致死傷罪」適用範囲拡大をし、全ドライバー、

及び国民が襟を正す厳罰化を、国は法をもって明示していただきたい。 
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＜適用を求める悪質運転行為＞ 

① 無免許運転 

② 無保険運転(自賠責保険) 

③ ひき逃げ 

④ 飲酒運転 

⑤ スピード違反運転 

⑥ 過労運転 

⑦ てんかん等持病無申告運転 

⑧ わき見運転 

⑨ 居眠り運転 

 

２．文言の明確化を要望 

現行法文言中に、「殊更に…」、や「進行を制御することが困難な高速度…」 

等の明確でない言葉が使用され、適用・不適用時に、どのような解釈も有り

得ることが判明し、社会問題化している。この度の見直しに際し、国民が理

解・納得できるよう具体的・平易な文言使用をしていただきたい。 

 

３．飲酒・速度の明確な数値化を要望 

①飲酒運転 ⇒ 0.15mm 以上に適用 

②スピード違反運転 ⇒ 通学路 40km/h 以上に適用 

            生活道 50km/h 以上に適用 

高速道 120km/h 以上に適用 

 
４．万が一の政府交代時も、来年度通常国会に法案提出を固く要望 

 
５.刑事裁判での厳格な審査と適切な刑事罰の適用を要望 

裁判所内の量刑基準を見直していただきたい。 

刑法の条文内容（刑罰）が厳しくなっても、現状の刑事裁判での判決内容 

  は非常に甘い。法廷では、「任意保険に加入している」「本人が反省している」

等と裁判官の口から未だもって常套句のごとく語られ、ほとんどが執行猶予

付き判決となっている。この刑の甘さは、交通事故に関して特に顕著である。

検察の求刑通りの判決が出るように裁判所内の基準を見直していただきた
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い。国民感情とかい離のない量刑を下すことが、事故抑止に反映こそすれ、

国民が法を侮る要因とはならない。  

  

６．法制審議会に遺族代表の参加を要望 
   法制審議会委員に、交通事故遺族を 1名加えることを要望。決して専門家 

ではないが、一般国民の一人であり、遺族といえど他の誰よりも事故抑止を 

願い、冷静に考え続けている立場にある。国は、参加させることに「不可能」 

理由を挙げるのでなく、すぐにでもできることだと思考切換えし、参加受入 

れ対応を進めていただきたい。 

 
７．対処法の繰返しでなく、スウェーデン「ビジョン・ゼロ」に見る抜本的な 

交通安全施策の採り入れを要望 
   厳罰化以降、事故抑制効果が顕著に高まったことが下記グラフからも明ら 

かに見て取れる。 

  図表１ 交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
『「平成23年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締り状況について」平成24年1月 

警察庁交通局』の資料より 

 都度都度の迅速な対策は重要であり、国民の関心が高まると共に、意識に  

着実な変化が伴う。また個々の対策の積重ねの延長線上では、時間の経過や

時代の流れに伴い、見直しと抜本的な対策が不可欠となる。文明の進化に反

し、様々な文明利器による日常的便利さの享受が、人間の運動能力・肉体能
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力を衰退させつつある。集中力・持続力・反射力が要求される自動車運転に

も、衰退の影響は顕著である。 

このような状況を踏まえ、交通事故抑止の為に、スウェーデンが実施する

施策のごとく、道路交通安全を人間・車・道路・テクノロジー等を総合的に

捉え、道路交通システムとして組み直してみること、また長期的目標を同国

のビジョン・ゼロ「長期的な目標は、交通システムによって、死亡したり、

重傷を負う人を無くす、ゼロにする」という壮大な目標に置いて行くことが、

今後求められて良いのではないか。 

同国がシステム化の目的で実施した、「交通事故のうち死亡・重傷事故につ

いては、全例徹底的に調査を行い、どうすれば防げたかを分析、類型化した」

という事実は、安全施策において今後の重要・不可欠な課題と言える。 

下記に、スウェーデンがビジョン・ゼロめざし実施する 11 の重点対策項目、

及び、国土技術政策総合研究所が平成 16～20 年の期間に実施した調査の内、

「スウェーデンにおける交通安全施策の動向に関する調査」を付記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
『「クルマ社会と子どもたち」（その後）：交通鎮静化の海外の取り組み ‐スウェーデンの

交通事故ゼロ政策を中心に‐』今井博之氏の資料より 
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